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1. はじめに 

 東日本大震災や熊本地震などの大規模災害は，建

物の崩壊やそれに伴う死傷者の発生と同時に，劣悪

な環境の避難所での生活から体調を崩したり，車中

泊生活を続けた避難者がエコノミークラス症候群

を発症するなど，被災者の二次的な健康被害の発生

も問題となった．さらに，被災した病院が機能不全

に陥ったことで，傷病者への対応も課題となった．

今後も南海トラフを震源とする地震のような大規

模災害の発生が予想されている中で，より早い復旧

により二次被害の軽減が期待できるレジリエント

な地域形成が求められる．その実現のためには，直

接被害と間接被害の両方を軽減し得る施策と，発災

後の状況変化も考慮し，施策を適切に評価する手法

の構築が求められる． 

 大規模災害による人的被害は，「生活環境悪化」に

伴う被害と「死亡・傷病被害」に分けることができ，

それぞれについて評価手法の開発が行われてきた．

しかし，これらを同時に算定し，その結果を考察し

た研究は行われていない． 

本研究では実地域を対象に，大規模災害発生後の

生活環境悪化と死亡・傷病被害を余命指標で評価し，

地域のレジリエンス性やその向上策を評価する．そ

の結果から，両手法の関係性や統合評価の利点をも

明らかにする．  

 

2. 評価手法  

2.1 生活環境被害の評価手法 

 生活環境悪化による被害は，渡邉ら(2015)による

非常時の「生活の質(Quality of Life: QOL)評価手法」

を参考に，「生活の質により調整された生存年数

(Quality Adjusted Life Year: QALY)」として算定する．

QALY は余命の値として評価される．その時間によ

る変化も考慮する(図-1)． 

非常時に要求される生活環境の各要素を定義し，

インフラ・建物・サービスによってそれらの充足が

判断されるとする．要素のリストは，東日本大震災

発災後のアンケート調査等を参考にまとめた．その

上で，Maslow の欲求仮説に倣って，4 段階の階層構

造を持つと考えた．地点ごとに各要素の充足によっ 

表-1 QOL 構成要素とインフラ・建物・サービスの関係 
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て， QOL ステージが判定されるとする． 

 

2.2 死亡・傷病被害の評価手法 

 死亡・傷病被害の算定は，山下ら(2015)を参考に，

直接被害とインフラ被災に伴う間接被害の推移を

もとに，「障害調整生存年数(Disability Adjusted Life 

Year: DALY)」で行う(図-2)．DALY も余命による評

価値である．まず建物倒壊や津波浸水などのシミュ

レーションにより，死傷者数と避難者数の直接人的

被害を算出する．被災したインフラ状況から病院被

災状況と避難所環境をシミュレーションし，傷病者

の治療判定を行うことで，間接被害である二次死傷

者数を算出する．復旧シナリオをインフラ状況に適

用しながら，間接被害算出を 1 日ごとに繰り返し行

うことで，評価期間における個人のDALY を算出し，

地区の DALY を算出する．個人の DALY 算出式を式

(1)に示す． 

ここで，𝐷：障害度の重み付け，𝐶𝑥exp(−𝛽𝑥)：年齢

による重み付け，exp(−𝑟(𝑥 − 𝑎))：時間割引率，𝑎：

障害発生時点または死亡時点，𝐿：障害の持続時間ま

たは死亡時点での期待寿命である． 

 

3. ケーススタディ 

3.1 想定するケース 

本研究では，内閣府南海トラフ巨大地震対策検討

ワーキンググループで検討された，M9.0 クラスの南

海トラフの巨大地震を想定する 1)．ワーキンググル

ープの報告資料を参考に，地震動は最大ケース，津

波は四国地方で被害が最大となる「ケース④四国沖

に大すべり域＋超大すべり域を設定」を仮定する． 

 

3.2 対象地域 

 本研究では，南海トラフ地震で甚大な被害が発生

すると予想されている徳島県を対象に評価を行う．

北部の徳島市周辺では平野が広がり，南部の沿岸部

では狭い平野部に住居が密集している．地震発生後

の速やかな避難が間接被害低減に大きく寄与する

地域と考えられ，本研究で評価する意義は大きい．

また，南部ではレジリエント向上のための新たな取

組が行われている地区があり，本研究の手法でその

妥当性の検討を行うことができる． 

ケーススタディの結果は発表時に報告する． 
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図-1 生活環境被害算出フロー 

 

 

図-2 死亡・傷病被害算出フロー 
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